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ブラジルは、殺人や強盗などの凶悪犯罪が多数発生する

など、世界的にも犯罪率が高い国の一つです。治安の改善
とその維持が重要な課題となっていますが、警察の人材不
足などの理由で、犯罪防止のためのパトロールや監視活動
が十分ではないという課題に直面しています。

そのような課題に、人工知能（AI）を活用した独自の
犯罪予測システムを使って取り組んでいるのが、株式会社
Singular Perturbations（シンギュラーパータベーション
ズ、以下SP社）です。SP社は、理論物理学の枠組みを用
いた独自の手法により、地域の犯罪統計や人口、天気、建
物構造や道路種別などの情報から、いつ・どこで犯罪が起
きるかを高精度・高速に予測するシステムCRIME NABI
を開発・提供する日本企業です。イタリアでスリ被害に
遭った創業者がその経験をきっかけに起業し、CRIME 
NABIを開発しましたが、治安の良い日本国内でニーズを
開拓する困難に直面し、海外展開も視野にビジネスモデル
を模索する中で巡り会ったのがブラジルでした。

ブラジル支社代表取締役の倉
くら

智
ち

隆
たか

昌
まさ

氏は「発生した犯罪
の対応に重きを置く日本と異なり、ブラジルでは犯罪予防
のニーズが高い。人口増加が進む都市部において警察組織
は24時間体制で防犯対策をとっているが、一人で20画
面の監視カメラの映像を見るなど、人材が不足している。
より高精度でリアルタイムな犯罪予測情報を導き出すこと
ができるCRIME NABIの需要は高い。」と説明します。

SP社は、2023年6月から中小企業・SDGsビジネス支
援事業注1を活用し、州警察や市警察へ犯罪予測を活用し
たパトロール業務支援サービスの提供を始めました。「一
民間企業では面談取り付けさえ難しかったと思う。日本が
長年にわたり、日本式の地域警察モデルの導入を通じて同

国の治安改善を支援してき
ていることも、同国の警察
組織からの信頼と理解を得
る上で功を奏した。」と、
倉智氏はJICA事業活用の
メリットを語ります。
「警察組織は、セキュリ

ティの観点から外部への犯
罪統計情報の提供に慎重
だった。そこで、自らの組
織内でデータを分析し犯罪

多発地域と時間等を
特定できるツールと、
防犯監視業務計画を
策定するシステムを
提供することにした。
CRIME NABI使って

『この場所、この天
気なら、この時間に
犯罪が起きやすい』
といった犯罪予測ができるようになれば、効率的なパト
ロールも可能になり、また、重点監視対象となる防犯カメ
ラリストの作成を支援することで、焦点を絞った監視活動
が可能になる。」と、倉智氏は現地の事情に応じてビジネ
スモデルを構築していった過程を説明します。

SP社は、人口規模で国内第2位、経済規模で国内第3
位のミナス・ジェライス州ベロ・オリゾンテ市において、
銅製のケーブル盗難が急増し、信号機、工場や病院の電力
供給に影響が出ていることに注目し、2023年8月から2
か月にわたり、ケーブル盗難を対象に実証実験を行いまし
た。その結果、盗難事件数が実証実験前の2か月間で発生
した543件から69％減となる171件まで減少し、その有
効性が確認されました。同市の市警団注2は、同年12月か
ら、CRIME NABIの業務での運用を開始しています。SP
社は、JICA事業が終了した2024年9月時点で、日系企
業も多く進出するサンパウロ州の軍警察を含む5州5機関
と、実証実験を始めるためのトライアル契約を締結し、ま
た6州6機関ともトライアル契約締結に向けた協議を行っ
ています。また、政府機関のみならず、民間企業とのビジ
ネス展開も視野に、重要な資源を広大な範囲で扱うため犯
罪被害が発生しやすい鉱業、石油業界に対象を絞り継続的
な議論を行っています。

ブラジル支社の総括マネージャー、柏原エンリケ氏は
「将来的にはブラジル全州の警察組織とパートナーシップ
を結びたい。また、ホンジュラスやウルグアイ、メキシコ
など治安の改善を課題としている他の中南米諸国にもビジ
ネスを展開していきたい。」と今後の展望を話します。

注1	 130ページの用語解説を参照。
注2	 ブラジルには、連邦警察、州政府管轄の軍警察、文民警察、市警団など

複数の警察組織があり、屋外パトロールは軍警察、防犯のための市内カ
メラモニターの監視は市警団が担っている。

フォルタレーザ市安全局との署名式
に参加した倉智氏（写真左）（写真：
株式会社Singular Perturbations）

アマパ州軍警察に対し、犯罪予測システム
CRIME NABIの説明をする柏原氏（写真右）
（写真：株式会社Singular Perturbations）

実証AIを活用したパトロール業務の最適化による 
治安の改善
～ブラジルの警察に最新のデジタル技術を導入して業務効率化を推進～

1の技術、世界への技術、世界へ



匠匠
インドネシアは130の活火山を持つ世界有数の火山国
です。中でもジャワ島中部に位置するメラピ火山は、5か
ら10年の頻度で噴火を繰り返す世界で最も活動的な火山
の一つです。火山の山麓で生活する住民は、肥沃な火山灰
土壌と豊富な湧水の恩恵を受ける一方、火砕流や土石流の
脅威にさらされてきました。
1969年のメラピ火山噴火を契機として、インドネシア
政府は砂防技術を用いて土石流災害を軽減する対策に着手
し、日本に協力を求めました。砂防とは、堰

えん
堤注1などの

構造物で土石流の移動をコントロールし、住民の生命や生
活を土砂災害から守る技術です。長年の災害経験から培わ
れた日本の砂防技術は世界に誇れるもので、外国語でも
「SABO」という言葉が使われているほどです。
日本は、1970年の砂防専門家の派遣を皮切りに、1977
年からは火山砂防基本計画の策定を支援しました。この計画
に基づき、日本の円借款による事業も含め、これまでに約
250基の砂防施設が建設され、これらの施設は土石流をた
びたび食い止め、住民の生命や生活を守ってきました。しか
し、2010年、メラピ火山は過去100年間で最大規模の噴火
を起こし、基本計画で想定していた量の28倍に相当する火
山砕屑

せつ
物を放出し、多くの被害を出しました。そのため、山

麓の河川で発生する土石流や、地形の変化による想定外の
土石流の流下などの問題に対処すべく、2015年から円借款
を通じて、土石流を導流・貯留するための砂防施設の整備
や、火山砂防基本計画改定のための支援が行われました。
これらの事業に参画した八千代エンジニヤリング株式会
社で海外事業部のゼネラルマネージャーを務める溝

みぞ
口
ぐち
昌晴

氏は、これまでを振り返り、「大雨や洪水により測量済みの
地形に変化が生じる度に、砂防施設の設計を修正した。イ
ンドネシアの火山地域の河床の変動の特性を踏まえ、砂防
堰堤の基礎を日本のものよりもさらに深い位置まで入れ、
耐久性を高めるなど工夫を重ねた。また、施工中に土石流

や鉄砲水が発生するリ
スクがあったため、通
常の安全管理に加えて
土石流や鉄砲水発生時
の避難体制を強化する
などの対応を取り、労
働者の安全確保に努め
た。」と、多くの困難

を乗り越えて
きた苦労と工
夫を語ります。
また、時代

によって変わる
現地政府の要
請にも応えな
がら、日本の
技術を現地に適用してきたことについて、「インドネシアが経
済発展途上にあった80年代は雇用が重視され、安価な労働
力を活用する石積みの工法が多用された。アジア通貨危機に
見舞われた90年代後半は、限られた予算で効率的にインフ
ラを整備することが求められ、平時には橋や取水堰

ぜき
等として

も利用できる砂防施設の多機能化が積極的に進められた。経
済発展が進んだ直近の事業では、構造物の品質をより高く保
つため、かつて用いられていた石積みや現場練りコンクリー
トに代わり、工場で練り混ぜをしてから現場に運送するコン
クリートが建設材料として用いられるようになった。」と振り
返り、「そういった時代ごとの要請に対応してきたことが、日
本への信頼につながっていると思う。」と語ります。
同社ジャカルタ事務所長として現場を熟知する福島淳一
氏は、「地方政府や住民との関係構築にも腐心し、災害時以
外でも活用できる多機能な砂防施設となるように工夫をこら
すなど、彼らの声を反映することに努めた。地元住民は、砂
防施設を平時から利用し、自
分たちの施設だという意識を
持っており、彼らから、今は砂
防のおかげで安定した生活を
送ることができるようになった
との話を聞くことが多い。」と
して、現地の生活向上に貢献
している実感を語ります。
インドネシアに対する砂防の技術協力を通して得られた知
見は、雲仙普賢岳の火砕砂防事業等に反映されるなど、日
本の防災にもいかされています。溝口氏は「日本の海外への
技術協力は決して一方的ではない。双方向の利益をもたらし
ている。今後も相互の協力という視点で関わっていきたい。」
と、今後の展望を語ります。

注1	 河川、渓谷の水流、あるいは土砂をせきとめるために、石、コンクリー
トなどで築いた堤防。

砂防施設建設に携わるインドネ
シアの企業スタッフと福島氏
（写真：八千代エンジニヤリン
グ株式会社）

平常時には橋として活用される砂防堰堤（写真：八
千代エンジニヤリング株式会社）

砂防施設建設に携わるインドネシアの企
業スタッフと溝口氏（左から2人目）（写
真：八千代エンジニヤリング株式会社）

日本の砂防技術でインドネシアの人々の生活を
火山災害から守る
～平時も活用できる砂防インフラの整備～

2の技術、世界への技術、世界へ



匠匠
南太平洋の島嶼

しょ
国であるトンガは、エネルギー資源に乏

しく、電力供給の大部分を輸入ディーゼル発電で賄ってい
ます。島国であるため輸送コストは割高となることから電
気代が高くなり、また、国際的なエネルギー資源価格の変
動による影響を受けやすく、国家財政や国民生活に影響を
与えています。同国は、自国のエネルギー安全保障と世界
的な温室効果ガス排出削減という2つの課題に対応するた
め、2010年から「トンガ・エネルギー・ロードマップ
（TERM）」を策定し、再生可能エネルギーの促進を積極的
に進めています。
その中で、沖縄電力グループの株式会社プログレッシブ
エナジー（PEC）が、台風など沖縄と共通の気象課題を抱
えるトンガでの可倒式風車の導入に協力することになりま
した。PECでは、風車そのものを90度近く地面に倒すこ
とで、台風時の強風による損傷や倒壊の防止を図り、さら
には従来の風車よりも容易に維持管理ができるという利点
をいかし、2009年から可倒式風車を沖縄県内離島で建設、
保守・維持管理してきています。沖縄と類似の災害に苦し
む国々の課題解決の一助とするために同技術の海外展開を
検討する中で、JICAの民間技術普及促進事業を通じて可
倒式風車の導入計画をトンガに提案し、その後、日本の無
償資金協力を通じて、2019年までに首都ヌクアロファが
位置するトンガタプ島に5基の可倒式風車を設置しました。
同社の常務取締役の儀

ぎ
保
ぼ
稔
みのる
氏は、「可倒式風車への理解

を深めてもらうところから始めるべく、沖縄にトンガ電力
公社の技師を招いて維持管理作業を経験してもらい、トン
ガにも導入したいという期待を持ってもらった。」と当時
を振り返ります。トンガでの導入に際して、技術スタッフ

として現地に赴いた
知
ち
名
な
俊
しゅん
英
えい
氏は、当

時直面した苦労につ
いて、「言葉・文化
の壁はもちろんのこ
と、建設工事を行う
際の安全意識が日本
と大きく異なった。
高所で作業する際は
安全帯を着けるなど、日本では当たり前に行っている基礎
的なことから丁寧に指導する必要があった。」と語ります。
PECは、このような安全面の技術指導のみならず、設備の
運用・維持管理に係る研修も実施しました。「日本人の技
術力に頼りっきりになるのではなく、日本から教わった技
術をトンガの方々が先頭に立って、主体的に活用していき
たいと思ってもらえたらうれしい。」と知名氏は語ります。
トンガの風力発電設備は、PECが海外展開の検討を始

めた2012年から足かけ8年で完成しました。儀保氏は、
「見学に訪れた地元中学生や住民が、完成した風車をみて
歓声を上げていたのが印象的だった。また、電気代が安く
なることへの期待が寄せられた。」と、トンガの人々の反
応を振り返ります。
技術営業部電機課長の湧

わく
田
た
森
もり
人
と
氏は、「風力発電所の整

備を日本の無償資金協力で行うのは、トンガが初めてと聞
いている。弊社のような沖縄の小さな会社がこのような大
きな事業に携われて光栄に思う。今回の経験で得た多くの
知見をいかし、同じような課題を抱える他の国へも展開し
たい。」とやりがいと今後の展望について話します。
このような思いを受け、風力発電のみならず、太陽光
発電も含む再生可能エネルギーの導入等、より幅広い事
業を海外にワンストップで展開していくため、2021年に
沖縄電力グループ5社は共同で「シードおきなわ合同会
社」を設立しました。沖縄で育まれた再生可能エネルギー
技術がより一層世界に広まっていくことが期待されます。
現在、トンガ政府は国内の電力供給を2035年までに

100％再生可能エネルギーで賄うという野心的な目標を
掲げています。日本は引き続き環境負荷の少ない発電シ
ステムの整備を通じて、太平洋島嶼国を含む各国のエネ
ルギー安全保障、そして世界の温室効果ガスの排出削減
に貢献していきます。

地元学生を対象とした可倒式風車の見学会（写真：株式会社プログ
レッシブエナジー）

現地の技師とともに風力発電機を組み立て
る様子（写真：株式会社プログレッシブエ
ナジー）

「沖縄発」の知見と技術で島国トンガの 
再生可能エネルギー事業を支援
～災害対応型の風力発電（可倒式風車）の導入～
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アルゼンチンは、気候変動の影響などを受け、大雨によ
る洪水被害に悩まされています。特にブエノスアイレス州
やコルドバ州といった大都市部では、急速な人口増加や都
市化に伴い人口密集地域が拡大し、災害に対する脆

ぜい
弱性が

高まっています。災害被害を防ぐには、的確な気象情報と
予測を基に、いつ、どこに避難するべきか、迅速に伝える
必要があり、精度の高い天気予報と防災情報提供システム
の整備が急務となっています。
こうした状況を「科学の力」で解決すべく、理化学研究
所は、2022年から地球規模課題対応国際科学技術協力プ
ログラム（SATREPS）注1を通じて、日本およびアルゼン
チンの国立気象局などの研究機関と連携し、気象・洪水リ
スク削減のための観測・予測・警報・伝達のトータルパッ
ケージの開発に取り組んでいます。
日本も数十年前までは、今のアルゼンチンのように、観
測手段が限られる中で気象予報担当官が経験や知識に基づ
き天気予報を行っていましたが、今では、気象衛星「ひま
わり」や、アメダスによる観測データなど、最先端の設備
と予測技術で、世界屈指の精度で警報や避難情報を出して
います。そこで、現在のアルゼンチンに合った予測技術の
研究・開発を行うことで、課題解決に向けた取組を行って
います。本事業のリーダーである理化学研究所主任研究員
の三好建

たけ
正
まさ
氏は、「アルゼンチンでは、他の開発途上国と

同様に機材・技術の不足はあったものの、気象レーダーの
近代化に取り組んでいた。ブエノスアイレス州とコルドバ
州の洪水対策に焦点を絞り、アルゼンチンが有する設備と
観測データ、日本が得意とする技術を最大限に活用し、気
象予測の精度の向上に努めている。観測装置や大型計算設
備などの導入および稼働は始まっており、高精度なシミュ
レーションなど、より質の高い情報を生み出すための基盤
が出来上がりつつある。」とこれまでの成果を語ります。

災害被害を防ぐ
には、収集した情報
を的確かつリアルタ
イムに住民に伝達し、
理解してもらう必要
があります。本事業
では、水害の予報・
警報を伝達するス
マートフォンアプリ

やウェブサイト
を開発するとと
もに、情報の
受け手の防災
意識の向上に
向けた取組とし
て、現地の学
校での出張授業や地域住民に対するワークショップ等も実施
しています。例えば、水害対策に関する教材を作成し、学校
への配布を通じ防災教育に活用されています。また、対象地
域の小学校の生徒や教員、自治体で防災を担当する危機管
理部局を対象に、本事業を紹介し、教育レベルから水害対
策を考える機会を提供する講習会を実施しています。このよ
うな機会に、参加者から、アプリやウェブサイトの使い心地
についてのフィードバックを得るなど、使いやすいシステム
の開発につなげていきます。
SATREPS事業に関わる意義について三好氏は、「大陸規

模であったり南半球の気候であったりと、日本とは異なる
環境においても、私たちが開発してきたシステムが適用で
きるかどうか研究できる。災害被害は理不尽で、経済状況
の悪い場所ほど大きな被害に見舞われがちだ。最先端の設
備や多数の優れたデータを必ずしも必要としないアルゼン
チンのシステムは、今後、同様の問題に直面する他の開発
途上国でも展開が可能であり、天気予報・防災情報提供シ
ステムの開発による災害被害の最少化という形で、実際に
社会に還元できる。」と、説明します。
また、大学院時代のアルゼンチン人の恩師との出会いに
始まった自身の研究とアルゼンチンへの思いを背景に、「日
本の若い研究者が現地に長期滞在して活動することで、海
外の若い研究者との交友関係が構築でき、事業終了後の研
究継続にも期待が持てる。世代をつないでいくにあたって
もSATREPSは重要な役割を果たしている。」と、学術的・
社会的意義にとどまらないやりがいについても言及します。
また、三好氏は、「気象災害予測は人々の命に直結する。

一人でも多くの命を救えるように本事業が実を結んでほし
いと思う。理不尽な災害による被害を少しでも軽減するの
に科学の力が役に立つよう協力したい。」と今後の展望を
語ります。

注1	 43ページの用語解説を参照。

アルゼンチンの研究者によるスーパーコン
ピューター「富岳」見学（写真：PREVENIR
プロジェクト）

コルドバ郊外での防災教育（写真：PREVENIR
プロジェクト）

日本が世界に誇る天気予報システムの応用で 
アルゼンチンの人々の生命と財産を守る

4の技術、世界への技術、世界へ


